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はじめに

「産業政策は地域的でなければならない。」_とは、

先進各国の産業組織を綿密にフィールドサーベイ

Lr第二の産業分水嶺J("TheSecondlndustrial

Divide")なる書を著したピオーレとセイプルの強

調点の一つである。

わが国においては、明治以来、.産業政策は主に

国家運営との関係で存在し、あくまで一国の経済

発展的見地からのものが中心であった。各地域で

の産業立地展開も、国における全体の「産業配置」

施策の中の一つに過ぎなかった。

一方、地域(ブロックあるいは県)側において

も、雇用確保と所得向上といった地域の命題達成

のために.中央政府の打ち出した政策に呼応した

形で積極的に施策を展開してきたというのがこれ

までの大方の姿であったといえる。

しかしながら、日本経済が成熟期に入った今日、

この様な構図がいつまでも継続し、かつ効果的で

あるという保証はすでにない。将来にわたる地域

のみずみずしい産業発展を考える時、今、あらた

めて産業への地域側の独自で主体的な関わりが注

目されてくるのである。

活力ある新しい産業地域の創造を目指して、如

何に地域がユニークな産業ビジョンを構築し、具

体的な取組ができるかということが間われだして

きている。地域間競争があらためてスタートしつ

つある現在、各地域の産業政策はまさに知恵の競

い合いの絶好の場であるといえよう。

本稿では、このような問題意識のもと、新しい

地域産業政應欄薬への一基礎材料として、企業設

備投資データを中心に、中国地域の産業構造上の

特性や課題を把握してみることとする。

1.中国地域の企業設備資本ストック

民間企業における年々の設備投資は、国民所得

の約2割に達するウェイトを占めており、個人消

費と並んでその時々の景気を大きく左右する大事

な要因である。

設備投資は、また、企業経営の根幹部分でもあ

り、わが国の経営者が将来にわたる景気をどのよ

うに判断しているかを推し量ることのできる大切

な指標である。

地域経済にとっても全く同様であり、設備建設

は地域乗数効果とも絡み、地域の景気把握上きわ

めて重要な注目ポイントのひとつである。

このような観点とは別に、地域経済にとって一

層重要と考えられることは、地域における設備投

資の量と質いかんが将来にわたる地域の生産基盤

を規定していくという点である。これは年々の景

気云々`を越えた、根本的な地域の産業構造にかか

わる問題である。各年の設備投資は逐年累積され、

地域ゐ資本ストックとして地域経済の産出母体と
なっていくのである。
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1-1.最近期の企業設備投資動向

(1)概要

まず、最近の動向を日本開発銀行の設備投資調

査からみてみよう。同調査は、資本金1億円以上

の企業(金再臥　医療、農林を除く)全社に対し、

年2回(8月及び2月)アンケート形式で行われ

ているもので、業種別、地域別の集計がなされて

いる。全国の企業本社に質問票を送付し、各社の

業種部門ごと、かつ設備の実際の立地点(県)ご

とのデータを把握している。既に40年近い調査実

績を有し、回答率も安定して高く、比較的信頼で

きるデータとして各方面で利用されているもので

ある。

さて、中国地域の1993年度設備投資(93年8月

調査による計画値)を対前年度伸び率でみると、

全業種合計でマイナス8%であり、2年連続の減

少となるく表1>。

このうち製造業については、第1次オイルショッ

ク直後以来の2年連続二桁減少である。

引き続く94年度も相当落ち込むだろうという見

通しの数字になっており、予断を許さない状況に

なりつつある。93年度の製造業の動きを全国各ブ

ロックのそれと比較すると、中国地域が最大の落

ち込みを示している<表2>。

一方、非製造業については、まずまず堅調であ

り、全国的にも比較的高い水準にある。ただし、

この高くなっている原因は最大のウェイトを持つ

電力投資の活発さによるもので、この分を除けば

マイナスに転じてしまう点、非製造業もさほど楽

観が許される状況にはない。
(2)業種別動向

業種別の増減は<図1>のグラフで示される。

まず、同グラフにより全国との比較をすれば、

中国地域は圧倒的に製造業の投資ウェイト(グラ

フ横軸)が高く、その製造業の落ち込み幅(同縦
軸)が大きいことが一目瞭然である。

中国地域の製造業では多くの業種が減少となっ

ているが、特に全体の足を引っ張っているのが鉄

鋼と自動車である。

このうち鉄鋼は、首都圏立地のプラントからの

実質移転(彼地の高炉を止め、当地の高炉に火を

入れる等)もあって前年度までは比較的活発な投

資が行われていたが、引き続く国内需要の低迷か

ら当地域においてもいよいよ大きく抑制せざるを

えなくなってきたものである。

また、自動車については、これまで増産投資が

表1　中国地域設備投資動向(対前年度増減率)
(単位:%)

90 年 度 9 1 9 2 93 9 4 9 3 年 度 構 成 比

製　　　 造　　　 業 4 0 .6 1 .0 ▲1 3 .5 ▲ 2 1 .4 ▲3 5 .8 4 7 .8

非　 製　 造　 業 12 .4 11 .2 1 1 .5 8 .8 ▲　 0 .4 5 2 .2

合　　　　　　　 計 2 9 .5 4 .5 ▲　 4 .4 ▲　 8 .1 ▲ 13 .4 100 .0

電 力 を除 く非 製 造 業 (19 .8 ) (10 .8 ) (▲ 5 .0 ) (▲ 1 .9 ) (▲ 7 .2 ) ( 2 9 .8 )

注;資本金1億円以上企業対象

資料;日本開発銀行設備投資動向調査(1993.9)

.表2　全国各地域の設備投資動向(対前年度増減率)1993年度
(単位:%)

全　 国 北海道 東　 北 関　 東 東　 海 近　 畿 北　 陸 中　 国 四　 国 九　 州

製　 造　 業 ▲ 5 .4 ▲ 10 .8 ▲ 1 .4 ▲　 3 .7 ▲　 6 .1 ▲　 7 .4 ▲　 8 .6 ▲　 8 .1 ▲　 7 .5 ▲ 6 .7

製　 造　 業 ▲ 14 .2 ▲　 9 .1 1 .0 ▲ 1 3 .0 ▲ 17 .5 ▲ 14 .3 ▲ 1 1 .2 ▲2 1 .4 ▲ 13 .4 ▲ 17 .6

非 製 造 業 0 .3 ▲ 1 1 .7 ▲　 2 .5 1 .2 8 .6 ▲　 3 .2 ▲　 7 .2 8 .8 ▲　 3 .0 0 .3

資料;表1と同じ
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盛んであったが、近時における販売不振、工場稼

働率低下から設備投資は相当に絞られた形となっ

ている。すでに投資額は2年前の半分以下にまで

縮小し、完成車メーカーや部品メーカーでは減価

償却範囲内の維持補修中心の投資に止めていると

ころが多くなっている。

この他、ウェイトの高い化学をはじめ各業種で

減少しているが、逆に、投資を大きく伸ばしてい

るのが紙・パルプと電気機械(電子部晶等)であ

る。

紙・パルプについては特定の大型装置建設が同

年度に当たったためであるが、電気機械について

は多くの企業が積極的に増産対応等の設備投資を

している。近年におけるIC生産の好調を反映し

ているものともみられるが、個別内容的には様々

な投資が出つつあり、全体的に暗い製造業の中で

明るい話題を提供する数少ない成長業種の一つで

ある。

非製造業で特徴的なのは、電力の積極投資と通

信・情報の大きな伸びである。-一方で、消費不況

を反映し卸売・小売の減少が目立っている。

電力は全般的に需要が低迷する中ではあるが、

燃料転換や流通対策あるいは環境関連等の工事が

盛んである。原油安・円高メリットの反映、ある

いは、公益企業としての景気対策への積極貢献の

表れとみなすこともできよう。

全国とも共通し、極めて高い伸びを示している

のが通信・情報である。規制緩和を背景とした回

線事業や移動体通信、各地で展開しつつあるCA

TV等ニューメディア事業への積極投資がその内

容となってレ.、る。放送と通信の融合への模索、マ
ルチメディアの時代に向けて大きな成長性を秘め

た業種であるといえよう。

(3)地域間比較

次に、設備投資の絶対額について他地域と比較

し中国地域の特徴をみてみよう。

当調査ベースで93年度3兆円以上の投資額を有

する地域は、関東(11兆円)、近畿(4兆円)、東

海(3兆円)である。また、2兆円前後が東北、

九州、中国の各地域であり、1兆円未満は、北陸

(8千億円)、四国(7千億円)、北海道(7千億

円)である。ここでは投資額についてほぼ同規模

の東北、九州といくつかの比較をしてみることと
する<表3>。

表3　各地域の設備投資動向(金額ペース)

1993年度設備投資計画　　　　　(億円)

全 国 中 国 東 北 九 州

全産業 26 3 ,8 74 16 ,50 3 2 1 ,83 0 19 ,8 9

製 造業 9 4 ,56 8 7 ,89 1 7 ,06 0 6 ,9 0

自動 車 16 ,02 4 1 ,29 3 76 4 5 0

電 気機械 13 ,83 1 58 4 1 ,22 4 1 ,3 8

非 製造業 16 9 ,30 6 8 ,6 12 14 ,76 9 12 ,9 8

サ ー ビス 7 ,5 7 1 36 9 42 3 1 ,4 4

1992年度設備投資実績

全 国 中　 国
東 ~北

九 州

全 産業 27 8 ,98 2 17 ,95 9 22 ,14 5 2 1 ,3 25

製 造 業 1 10 ,1 73 10 ,04 5 6 ,99 0 8 ,3 82

自動 車 2 0 ,49 0 1 ,83 3 75 7 1 ,6 75

電 気 機 械 14 ,88 8 50 1 1 ,32 1 1 ,3 8 1

非製 造 業 16 8 ,8 09 7 ,9 15 15 ,1 55 12 ,94 3

サ ー ビ ス 10 ,0 02 3 77 74 6 2 ,0 2 2

資料;表1と同じ

製造業比較での大きなポイントを一つあげると

すれば、中国地域における電気機械(電子部晶等)

への投資の極端な少なさである。93年度、92年度

ともに、東北、九州の半分以下の水準となってい

る。両地域に対し、成長産業の一つである電気機

械の投資で大きく水を開けられている事実は注目

すべきことである。

なお、自動車の投資に関しては、いうまでもな

く中国地域が圧倒的に多い。しかし、近年、完成

車メーカーや部品メーカーの九州、東北進出など

から、絶対額の差は比較的小さなものとなってき

ている(両年度合計で中国二九州:東北は略3:

2:1の割合)。これもまた大いに注目すべき事実

の一つである。

非製造業について特記すべきことを-一つをあげ

るとすれば-　九州との比較におけるサービス投資

の絶対額の大きな差である。ここでのサービス投

資とはレジャー関係やニュービジネスといわれる

様々な都市型サービス産業が主なものである。2

年間合計で中国が約7百倍円であるのに対し、九

州は約3千5百億円と5倍の違いとなっている。

例えば、テーマパークひとつとってみてもー　規

模、数ともにすでに大きな差がついているといっ
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てよい。このようなサービス投資の差の地域経済

への影響、ならびに、サービス投資に対する九州

と中国での民間の活力、取り組み姿勢、あるいは

事業環境の相違等については、その原因を含め今

後に十分議論する必要があろう。

1-2.設備資本ストックについて

(1)業種別設備投資の推移

中国地域における産業の変遷をみるために、第

一次オイルショック牢からの20年間の投資の推移

を5年ごとの累計(名目額による単純合計)で追っ

てみることとしよう<表4>。

まず、この間大きく変化したものは製造業ウェ

イトの減少である。非製造業の額はスケジュール

投資の色彩の浅い電力の動向如何によって大きく

変わるため、電力を除いた金額で比較してみると、

製造業比率はこの4期間、87%一82%-79%-70%

と逐次綺′トしてきている。とりわけ最近の期間に

至り急に小さくなっているが、これは非製造業に

おけるリースの拡大や、卸売・小売、運輸、不動

産(ビル)あるいは通信・情報などの業種におけ

る投資拡大によるものである。総じて都市化の進

展の結果といえようが、この期における所謂バブ

ルの影響もやや数字に反映しているものとみられ

る。

次に、製造業の変遷をみてみると、各期間とも

鈍臥　化学、自動車が投資額で1-3位を占めて

いる。中でも鉄鋼が最近の期間に急増しているが、

これは先に述べた首都圏からの実質シフトによる

部分が大きい。なお、筆者らの試算によると、東

京湾岸に立地する高炉メーカーの土地生産性(1

ポ当たりの付加価値生産額)は、近隣地価の金利

換算額を大きく下回り、計算上は、いわゆる機会

損失(オポチュニティー・ロス)を既に生じてい

るところもある。

この間、最も顕著に拡大してきたのが電気機械

である。第I期(73～77年)においては製造業投

資のうちどの業種項目よりも小さかったものが、

最近期では、石油、一般機械を上回り、第4位の

規模となっている。しかしながら、鉄鋼など1～

3位の大型業種に比べれば.その絶対額は今だ小

さなものである。

(2)設備資本ストックとビンテージ

以上のような設備投資の変遷を経て現在の生産

基盤が存在しているわけであるが、果たして今現

在のその状態はどうであろうか。これについて、

設備投資との関連で把握できる一つの数量的な見

方として、いわば人間の体重や体力に相当するr設

備の資本ストックJ、そして、年齢や活力に当たる

r設備のビンテージJ　といった指標がある。

資本ストックの計算にはいくつかの方法がある

が、基本的には投資、減耗、除却の加減を一つ一

つ積み重ねていけばよい。精確な計算には、かな

り厳密さが要求されるが、ここでは取りあえずの

大ざっばな目安として、前出の20年間累計額を元

に製造業について試算してみた。減耗、除却、及

びこの間の物価上昇を勘案し、5年ごとの累計額

に大まかな階段状のウェイト(I期XO.1、]期X

O.25、Ⅲ期Ⅹ0.5、Ⅳ期Ⅹ0.75)をかけた合計額が<

表5>に示されている。

これによれば、中国地域では鉄鍋、化学、自動

車がほぼ桔抗した資本ストックを持っていること

がわかる。これら3業種で製造業ストックの6割

強を占めている計算になる。

次に、この資本ストックの試算結果(92年度ま

で)に照らし、93年度の投資計画がどのような水

準にあるかということをみてみよう。既存の資本

ストックの上にどのくらい追加投資されたかとい

う増分割合を計算したものが同<表5>における
I/Kである。

これによれば、それまでの対前年度増減率とは

若干異なったニュアンスで投資額を評価しうる。

この計算によると93年度はストックに対し製造業

平均で13%の追加がなされるわけである。相対的

に増分割合の大きな業種は、食品、石油、鉄鋼と

いった業種であり、逆に、小さな業種は、繊維、

自動車、一般機械などである。対前年度増減で大

きく伸びた紙・パルプや電気機械は、ほぼ平均並

みである。

さて、資本ストックが大であるに越したことは

ないが、問題はその能力である。ここに設備ビン

テージの概念が登場する。これは設備の平均年齢

であり二一般に若いほど能力(生産性)は高いも

のとみられる。新しい設備であればあるほど、そ

れまでの世の蓄積技術がより豊富に体化している

と考えられるからである。

巷間よく日本の設備と欧米の設備のどちらの能

力が高いかという議論がなされ、最近はとりわけ

米国の設備が急速に「若返り」つつあり生産性が
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表4　中国地域設備投資の推移(業種別累計額(5年毎))

(億円)

1 , 7 3 年 度 ～ 7 7年 Ⅲ .7 8年 度 ～ 8 2 年 Ⅲ .8 3 年 度 ～ 8 7 年 Ⅳ .細 年 度 ～ 9 2年

全 産 業 3 4 , 6 1 2 3 9 , 5 1 9 5 1 , 5 1 8 7 8 , 8 5 6

製 造 業 2 5 , 5 3 0 2 3 , 4 3 2 3 0 , 3 5 7 4 7 , 7 8 9

食 品 5 4 0 6 7 7 8 0 9 1 , 0 7 2

繊 維 1 , 2 7 4 8 5 4 1 . 0 4 5 1 , 3 8 8

紙 ・パ ル プ 6 3 8 4 2 0 7 6 7 1 , 8 7 7

化 学 5 , 1 5 5 5 , 5 8 5 6 , 9 1 8 9 , 0 3 3

石 油 2 , 1 7 3 2 , 1 3 8 1 , 6 6 3 2 , 6 2 5

窒 業 ・土 石 1 , 0 8 4 1 , 3 0 3 7 1 2 1 , 2 1 2

鉄 鋼 8 , 7 8 6 4 . 4 7 1 6 , 5 7 9 1 0 , 5 8 6

非 鉄 金 属 4 1 5 3 2 3 4 0 3 9 2 4

一 般 機 械 9 7 6 1 , 1 2 5 1 , 4 0 3 2 . 6 0 3

電 気 機 械 3 1 8 9 0 4 2 , 3 4 6 3 . 7 4 5

精 密 機 械 一 般 機 械 に 分 類 1 1 4 1 9 6

輸 送 用 機 械 2 , 9 1 ~2 4 , 4 2 6 6 , 7 3 5 9 . 8 3 7

! 自 動 車 1 , 6 9 2 4 , 1 1 0 6 , 4 1 8 8 . 9 3 8

そ の 他 製 造 業 1 , 2 5 9 1 , 2 0 6 8 6 4 2 , 6 8 9

非 製 造 業 9 , 0 8 2 1 6 , 0 8 7 2 1 , 1 6 0 3 1 , 0 6 8

建 設

卸 売 ・小 売

3 7 1 3 5 0 4 0 2 1 , 0 7 5

8 °4 2 1 , 3 1 4 1 , 3 8 4 3 , 5 2 5

不 動 産 4 1 4
2 3 4

3 9 2 1 , 9 9 6

運 輸 1 , 4 2 8 1 . 3 9 6 1 , 3 2 9 3 , 1 2 0

電 力 ・ガ ス 5 , 4 6 7 1 1 . 4 0 1 1 3 , 6 3 9 1 1 , 3 1 7

i 電 力 5 , 2 2 5 . 1 0 , 9 7 0 1 3 , 1 6 8 1 0 , 6 7 8

通 信 ・情 報 サ ー ビ ス に 分 類 1 7 5 9 4 8

リー ス サ ー ビ ス に 分 類 2 , 2 3 3 7 , 4 0 8

サ ー ビ ス 4 5 0 1 , 3 4 9 1 , 5 4 6 1 . 5 4 2

そ の 他 非 製 造 業 1 1 0 4 3 6 0 1 3 8

資料;日本開発銀行設備投資動向調査より作成

-116-



表5　中国地域製造業の業種別設備投資動向

(単位:億円、▲は減)

業　　　　　　　　　　　　 種 資本 ス トック 試算 設備 投 資 計 画 同左対前年度 I / K l㈲

(K ) 93年 度 ( 1 ) 増 減 ㈲

製　　　　　 造　　　　　 業 59 ,4 3 1 7 ,89 1 ▲ 2 1 .4 13 .3

食　　　　　　　　　　　 品 1 ,4 32 2 6 7 ▲ 12 .4 18 .6

繊　　　　　　　　　　　 維 1 ,9 04 18 4 ▲ 3 3 .4 9 .7

紙　　　　　 パ　　 ル　　 プ 1 ,9 60 26 3 4 9 .0 13 .4

化　　　　　　　　　　　 学 12 ,146 1 ,52 4 ▲ 4 .9 12 .5

石　　　　　　　　　　　 油 3 ,5 5 2 57 0 ▲ 0 .6 16 .0

窯　　 業　 ・　 土　　 石 1 ,6 99 2 12 ▲ 3 0 .8 12 .5

鉄　　　　　　　　　　　 鋼 13 ,2 25 1 ,9 3 7 ▲ 35 .8 14 .6

非　　　 鉄　　　 金　　　 属 1 ,0 1 7 13 3 ▲ 2 6 .7 13 .1

一　　　 般　　　 機　　　 械 3 ,0 33 3 5 4 ▲ 2 1 .3 11 .7

電　　　 気　　　 機　　　 械 4 ,2 40 58 4 16 .5 13 .8

精　　　 密　　　 機　　　 械
--・ 2 9 8 1 .2 -

輸　　 送　　 用　　 機　　 械 12 ,14 3 1 ,4 3 0 ▲ 3 2 .5 11 .8

( う　 ち　 自　 動　 車 ) 1 1 ,109 1 ,29 3 ▲ 2 9 .5 1 1 .6

そ　 の　 他　 製　 造　 業 2 ,8 76 4 tI3 ▲ 2 2 .3 14 .0

注;資本ストックKは表4より下記式で計算
K=I xO.10+　Ⅲ　Ⅹ0.25+Ⅲ　xO.50+ⅣⅩ0.75

資料;日本開発銀行設備投資動向調査(1993.9)

高くなっているといったようなことも聴かれるが、

同様に地域間においてもこのような議論は有用で

あるものとみられる。

囲ペースのマクロ指標としてのビンテージは経

済企画庁統計より計算される<図2>。

中国地域ペースのビンテージを設備投資等から

計算するには、設備内容の若干詳細な把握が必要

となり容易ではないが、ある軽度の推測はつく。

すなわち、国ベースの大まかなビンテージ指標

(1991年.自動車約3年,化学約6年.鉄鋼約9

年等)と,上で試算した資本ストックに対する増

分割合I/K(製造業平均で1書l】強)とを比較し

てみるかぎり、多くの業種において92年から93年

にかけてビンテージは上昇しつつある(歳をとり

つつある)ものと推測される。94年の見通しにつ

いてもほぼ同様なことがいえよう。

他の地域に比較して大きなマイナスの続いてい

図2　製造業の業種別ビンテージ

ti議議

年度l飢11973197519m197919811g幻1蝉198119891991

一製造業　.・u・・・化学　　・…　紙・パルプ

一一・金属製品　一一・・電気機械・,・・・・輸送用機械

注;経済企画庁【民間資本ストック統計]より

r先入れ先出し法」にて計算

資料;日本開発銀行「調査J第172号(1993.5)
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表6　　中国系企業の投資地域(製造業)

(億円)

9 2年 度 実 績 9 3 年 度 計 画

北 海 道 12 0

東　　 北 5 1 4 1

関　　 東 3 16 274

東　　 海 12 6 63

北　　 陸 5 5

近　　 畿 120 8 8

中　　 国 3 ,5 6 1 2 ,696

四　　 国 52 17

九　　 州 93 84

合　　 計 4 ,3 35 3 ,269

(九州には沖縄を含む)

資料;日本開発銀行設備投資

動向調査より作成

る設備投資の対前年度増減率などから考えてみれ

ば、中国地域の製造業設備は、他地域に比べ老化

が著しい(したがって、相対的な能力が低下して

いる)ということもほぼ明らかであるといえよう。

すなわち、中国地域における製造業の、他地域の

それに対する競争力は、一つの設備投資指標から

みるかぎりにおいてではあるが、相対的に弱まり

つつあるということができよう。

2.中国地域経済の他律性問題について

広島をはじめとする中国地域はいわゆる支店経

済といわれて久しい。これまで様々な指標や事象

から支店的な地域経済の性格が指摘されてきたが、

ここでは設備投資データを中心に中国地域の経済

構造の「他律性」をあらためて扱ってみようと思

う。

2-1.設備投資にみる他律性

日本開発銀行設備投資調査の特長の一つは、投

資企業の本社所在地と投資プロジェクト地点の関

係データが得られることである。すなわち、何県

の企業が、何県において、何業種に属するプロジェ

クトを、何億円投資するかということがマトリッ

クス状の統計として得られる。

中国地域について、製造業を中心に当該データ

表7　投資元別の中国地域への投資(製造業)

(億円)

9 2 年 度 実 績 93 年 度 計 画

北 海 道 3 8

東　　 北 4 0

関　　 東 4 ,8 8 8 3 ,9 7 8

東　　 海 12 16

北　　 陸 4 10

近　　 畿 1 ,56 1 1 ,16 1

中　　 国 3 ,56 1 2 ,6 9 6

四　　 国 5 4

九　　 州 7 17

合　　 計 10 ,0 4 5 7 ,8 9 1

(九州には沖縄を含む)

資料;表6と同じ

をみてみることにしよう。

まず初めに、中国系企業(中国地域に本社のあ

る企業)が、全国どこの地域に投資をしているか

ということをみたものが<表6>である。

これによれば、93年度の製造業では金額ベース

で大半の82%を地元に投資しており、他地域への

進出は18%(うち関東が8%)と比較的少ないこ

とがわかる。

一方、・中国地域に、全国どこの地域の企業(各

地域に本社のある企業)が投資をしているかとい

うことを示したものが<表7>である。

これをみてみると、93年度における中国地域で

の製造業投資額のうち、地域内の中国系企業の占

める割合は朗%であり、中国地域外から過半数の

66%が投資されていることがわかる。地域別には

関東系企業別%、近畿系15%と、同2地域があく

まで中心である。

これらの差、すなわち地域外企業の対中国地域

投資(進入)と中国系企業の対地域外投資(進出)

についてみてみたのが<表8>である。これによ

れば、当データの絶対額ベースでは93年度で進出

が6百億円弱に対し進入が5千億円強、すなわち

約1対9と、いわば大きな入超である。

以上のような関係性は92年度実績データにもみ

られるごとく、なかば恒常的なものである。
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表8　設備投資における中国地域と
他地域の関係(製造業)

(億円)

兜 年度実績 93年度 計画

地 域 外 企 業 の 中 国 地 域 投 資 6 ,4 8 4 5 , 1 9 5

中 国 系 企 業 の 地 域 外 投 資 7 7 4 5 7 3

差 引 ( 入 超 ) 5 ,7 1 0 4 ,6 2 2

資料;表6と同じ

このように、中国地域は製造業の設備投資でみ

るかぎり圧倒的に他の地域からの進入で成り立っ

ており、逆に他の地域への進出はわずかである。

このことは、換言すれば、中国地域の現在から

将来にわたる産業構造を大きく決定づける設備投

資の意思決定の殆どが、中国地域の外で行われて

いるということなのである。

2-2.(参考)経済成長要因にみる他律性

地域間産業連関表の比較による地域経済成長要

因についての最近の研究成果<文献(4)>から、

他律性との関連で中国地域の成長要因の構造を簡

単に紹介することとしよう。

同分析は通産省公表の9地域間産業連関表を用

い、1975年から釦年、および、80年から駈年にか

けての轟済成長要因を計算したものである。使用

データの制約上、時点的には若干古いものではあ

るが中国地域の他律的な経済的特性を明確に示し

ている<表9>。

これによれば、80年から85年にかけての中国地

域の経済成長要因は

(9日地域の財サービスに対する他地域の最終需要

が増加することによる成長

②自地域の財サービスに対する他地域の中間需要

が増加することによる成長

③他地域の財サービスに対する他地域の最終需要

が増加することによる間接的な成長

の3つが大きなものであり、

-一方、

④自地域の地域内投入係数が増加することによっ

てもたらされる成長

は逆に大きな負の要因となっている。

また80年から85年にかけての成長要因を、75年

から80年にかけての要因と比較すると、

(9日地域の財サービスに対する自地域の最終需要

が増加することによる成長

のウェイトが′丁、さくなり、上記(亘櫓要因が顕著に

大きくなっている。さらに、④の負の要因も顕著

に拡大している。

このように、当地城の経済はますます他の地域

の経済状況に左右される虔合いが強くなってきて

いるという事実が浮き彫りにされるのである。

3.地域産業の構造変化
一広島地域を例に一

地域産業の行方と、それに対する地域側の積極

的な関わり方を考えるとき、我々は上でみたよう

な地域産業経済の全体的な構造と課題をまず知る

必要がある。また、それと同時に十分理解すべき

ことは、産業レベルでの個別企業の行動もふまえ

た構造的問題である。ここでは、ややミクロなレ

ベルもふまえた形で、広島地域を例に、地域産業

政策との関連で構造的問題について考えてみるこ

ととしよう。

3-1.県長期総合計画にみる産業振興の流れ

まず、戦後から最近に至るまでの広島県におけ

る産業振興の大きな流れを、県の長期総合計画の

基本目標をひろいつつ振り返ってみることとしよ

う。

昭和27年に作られた最初の長期計画はr消費県

より生産県へ」というフレーズを中心とするもの

であった。戦後の混乱つづくなか、生産中心の地

域としていち早く経済的に脱皮しようというもの

で、当初の頃は旧軍用地等を活用したりして造船

等の工場を積極的に拡張展開していった。

この「生産県J構想は、その後の計画にも基調

として引き継がれたが、昭和38年の計画に至ると、

たんなる生産力アップではなく、「県勢の均衡ある

発展と県民生活水準の向上」というように目標内

容がやや幅を増していく。それまではどちらかと

いうと県西部(広島、呉)地域の振興に傾斜して

いたものであったが、この頃からは県東部(備後)

地域の開発にも力が入りはじめることとなる。昭

和40年には日本鋼管福山製鉄所が開設、その後順々

に拡張するなど、県経済は東西バランスを持って

大きく発展していく。

昭和43年に至ると、広島県は工業出荷額で福岡

県を抜き西日本第1位の工業県に成長、大目棟で

あった「生産県J構想は名実ともにほぼ達成され
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表9　中国地域経済成長の要因(地域間産業連関表による分析〉

(単位;億円.%)

期　 間

地 域 L (L L ) そ の 他 の 地域 R (L R )

O T A G R
D D l D D 2 E E lS 10 1 10 2 O T A L l D D l D D 2 E E lS 10 O T A

金　 額

.7 5 ～ .8 0 2 ,5 74 1 ,165 1 ,4 18 - 4% -168 -1 .0 15 3 .479 1 .測3 28 65 7 -141 445 2 .492 5 ,9 71 3 」

18 0 ～ .8 5 8 86 1 ,的5 7 - 168 - 2 .9 15 2 .289 1.904 1 .論6 74 8 57 30

- 2 .4

-472 2 ,0弱 3 ,% 0 1 .8

3 ,1

構 成 比

'7 5 ～ .8 0 4 3 .1 19 .5 23 .7 一息.3 - 2 .8 ー17 .0 5 8 .3 2 5 ,2 0 .5 1 1 .0 7 .5 4 1 .7 1仇】

'8 0 - .8 5 2 2 .4 4 5 .6 0 .2 -4 .2 -7 3 .6 57 .8 4 8 .1 3 9 .5 1 .9 2 1 .6 0 .8 - 11 .9 5 1 .9 ltX ) 1 .8

(注)

AXL=(DDl)LL+(DD2)LL+(EE)LL+(lS)LL+(IOl)LL+(IO2)LL+(DDl)LR+(DD2)LR+(EE)ut+(IS)LR+(IOl)Ln+(102)LR

(記号説明)

仙　対象地域(自地域)への直接的な効果による

成長

①自地域の財サービスに対する自地域の最終需要

が増加することによってもたらされる成長:

(DDl)LL

②自地域の財サービスに対する他地域の最終需要

が増加することによってもたらされる成長こ

(DD2)LL

③自地域からの輸出が増加することによってもた

らされる成長:(EE)LL

④自地域での輸入代替によってもたらされる成長:

(IS)LL

⑤自地域の地域内投入係数が増加することによっ

てもたらされる成長:(IOl)LL

⑥自地域から他地域への地域間交易係数が増加す
ることによってもたらされる成長(自地域の財・

サービスに対する他地域の中間需要が増加する

ことによってもたらされる成長):(102)LL

(2)地域間乗数による他地域からの間接的な効果

による成長(以下はすべて、他地域が成長する

ことによって間接的にもたらされる対象地域の

成長である)

(9他地域の財サービスに対する他地域の最終需要

が増加することによってもたらされる間接的な

成長:(DDl)LR

②他地域の財サービスに対する自地域の最終需要

が増加することによってもたらされる間接的な

成長:.(DD2)LR

③他地域からの輸出が増加することによってもた

らされる間接的な成長:(EE)LR

④他地域での輸入代替によってもたらされる間接

的な成長:(IS)LR

⑤他地域の地域内投入係数が増加することによっ

てもたらされる間接的な成長:(IOl)LR

⑥他地域から自地域への地域間交易係数が増加す

ることによってもたらされる間接的な成長(他

地域の財・サービスに対する自地域の中間需要

が増加することによってもたらされる間接的な

成長):(102)LR

資料;

秋田隆裕r地域間産業連関表による地域経済成

長の要因分析J

rイノベーション&1-0テクニークj第4巻3・4号

環太平洋産袈連関分析学会1993.10

-120-



たこととなる。

昭和46年の長期総合計画では「明るい豊かな県

民生活の実現」がうたわれ、続いて策定された昭

和52年の新計画では「連帯と活力に満ちた地域社

会の形成J　というようにフレーズは徐々に変わっ

ていく。2度にわたるオイルショックで県産業は

大きな打撃を受けたものの、一方では山陽新幹線

全通、中国縦貫道開通など地域のインフラ整備が

急速に進み、50年代後半になると再び明るさを取

り戻している。

昭和57年に「活力と生きがいのある郷土づくり」

と副題のつく改定新計画が策定される。産業的な

目標としては、県産業の多角化に焦点が当たる。

重工業中心型の構造に対する石油危機の強い反省

でもあった。電子部品関連産業の誘致にも拍車が

かかり、シャープや日本電気の大型IC工場の進

出をみている。方面的には、同計画あたりを境に、

県中央部(加茂台地周辺)に大きな力点が置かれ

てくる。同地ではその後、テクノポリス建設、広

島大学移転、広島新空港といった新しい事業が着々

と実現していくこととなる。

昭和61年3月にたてられた現行の長期総合計画

「21世紀への道、広島県発展計画J　は、昭和70年

度(1995年度)を目途に、「活力と個性豊かな21世

紀広島の創造J　を日指さんとしたものである。産

業面においては、エレクトロニクス、新材料、バ

イオテクノロジーといった技術革新の急速な進展

や、産業の知識集約化、高付加価値化、_さらには、
経済のソフト化、サービス化などに積極的に対応

する必要性が強く説かれている。

そこでは、この10年間を「広島県が新たなr技

術立県」として強固な基盤を形成するための準備

期間J　と位置付け、交通、情報等を含めた総合的

な生産基盤の強化や都市機能の整備、先端技術の

開発促進、既存産業の技術高度化などの目標や施

策を盛り込んでいる。

3-2.広島県産業の現状ゐ課題

上記のような県長期計画と共に歩んできた広島

県産業であるが、現状どのような課題を抱え、如

何なる方向に進もうとしているのであろうか。次

に、一二の主要な問題について考えてみたい。

(1)単作経済の不安定性

すでに第1次オイルショック後20年を経過して

いるが、広島県においては、この間、さほど産業

の構成が変わってきていない。1位輸送用機械(自

動車)、2位鉄鋼、3位一般機械といった出荷額構

成はこの間ほぼ固定的である。全国ベースでは電

気機械が急拡大しトップの位置を占めて既に久し
いが、広島県においてはせいぜい食品と肩を並べ

る程度であり、近年若干伸びているとはいえシェ

アは今だ小さなものである。

このような中、問題は上位業種の特別な不振で

ある。なかんずく今次における自動車不況は、同

産業の裾野の広さからみて、広島県経済の基盤を

大きく揺るがさざるをえない深刻な問題となりつ
つある。

(2)地域の付加価値逸矢の可能性

広島の自動車産業は、マツダを頂点としその周

りに数多くの地場企業(1次、2次あるいは3次

の部品メーカー)が取り巻く構造となっている。

いわば「富士山型」の構造であり、下請け・部品

メーカーが広い裾野をなしている。地域経済とし

ての一つの大きな課題は、これら裾野をなす地場

メーカ二の多様化と技術力アップである。なぜな

らば、それがない限り当地で得るべき付加価値が

他地域に逸失してしまうからである。

例えば、広島県における電子関連産業の集積の

少なさは、自動車の電子化の進展に伴って、部品

の地域外からの購入割合の増大といった形となっ

て表れてくる。

このような状況は電子部晶に限らず、様々な部

品(高付加価値部品)あるいは作業(デザイン、

ソフトウエアを含む)において醸在化する可能性

がある。製品が高度化し、かつコスト面での競争

が激しくなればなるほど、相手先の技術力や対応

力が問題とされる事態となる。もちろんこれは完

成車メーカーのみならず1次、2次メーカーどの

段階においてもあり得ることである。

企業原理的に考えれば、使用部品・材料は最も

良いものを、最も安く、安定的に仕入れることが

できればよく、そこにおいて地域との関係は輸送

コストや情報伝達コスト以外に存在しない。いっ

てみれば企業行動はボーダーレスが原則である。

このような他地域への付加価値逸失の可能性の

存在は、地域としては厳しさを持って認識する必

要があろう。地域産業の実質的な他律性の増大と

も関連するものである。
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(3)地域産業基盤の崩壊・縮小の可能性

さて、もう一つの大きな問題は、より深刻なも

のである。悲観的シナリオをみてみよう。

完成車生産の縮小は、最も裾野にある下請メー

カーの崩壊にもつながる可能性がある。すなわち、

1次メーカーへの発注量削減は、1次から2次メー

カーへのより大きな発注量削減となり、同様に3

次以下にはさらに大きな削減となりうるというこ

とである。

1次メーカーの設備稼働の低下、即ち余剰設備

と余剰人員の存在は、2次メーカーに対する発注

分の内製化といった形となって表れてくる可能性

がある。2次と3次の関係も同様であり、企業規

模が小さくなるほど損益分岐点を大きく割るほど

の大幅な仕事減少となってくる恐れが容易に考え

られる。裾野の底辺部に行けば行くほど高い技術

や技能あるいは特異なノウハウ等を抱えていると

いう場合であれば、やや様相は異なるものと思わ

れるが、現状はごく一都を除きそのような状況に

はない。

結果として、まさに底辺部分の倒産、廃業といっ

た事態が起こる可能性がある。底辺の崩壊である。

競争原理による淘汰、あるいは産業組織の自然的

リストラといってしまえばそれまでであろうが、

具体的・個別的な事態は予想するだに深刻である。

長い年月をかけて地域に蓄積されてきた技術やノ

ウハウが、このような形で急激な変化の下にいと

もたやすく消滅してしまう可能性があるという事

実は、それが実際に生起する前に十分認識してお

くべきであろう。

底辺部の崩壊ということが起こるとすれば、そ

れは地域経済の将来を考えるにあたらて由々しき

事態を生ずる恐れがある。裾野の構造がいわば歯

抜けになってしまった場合、それらをよりどころ

にして成立しえたであろう新しい産業が将来的に

も成立困難になってしまうという憂いである。

3-3.広島県産業の構造転換への道

県産業の基盤部分の-一つが、危機に瀕する可能

性もある今日、その対応策は急務である。地元財

界や自治体を中心とした県産品愛用運動(マツダ

車等購入運動)あるいはqりJ、企業緊急融資制度な

ど、いわば応急措置がとられ、それなりの成果が

えられているとみられるが、一方で重要なのは中

長期的な構造的対応策である。

日本において自動車産業は既に成熟期に入って

いるのは事実である。少なくとも国内での車のス

トックは飽和し、今後は循環的要因に左右される

需要構造にならざるをえないものと考えられる。

このような状況下、広島県はやはり次の新しい

リーディング産業を積極的に育てていく必要があ

る。自動車を中心とした、いわば「富士山型J産

業構造から、次の新しいピークをいくつか並べた

「八ヶ岳型」に移行していくべきであろう。従前

から叫ばれていた産業の多角化をいよいよダイナ

ミックに進めるべき時代が来たといえる。

考え方としては、多角化といってもやはり地域

の産業集積を生かしうる新産業を優先的に育てる

ことが得策であろう。あくまで、これまで培って

きた広く厚い産業基盤部分を使うことで他地域立

地に対し比較優位性を持たせ、一方では、同リー

ディング産業との関わりによって産業基盤部分が

活性化するようなものが当地域の戦略産業という

ことになろう。できる限り地域産業との経済連関

や技術連関が濃く、かつ将来にわたり需要ポテン

シャルの高いものが望ましい。

このような産業としては、環境関連産業や生活

関連産業、あるいはマルチメディア関連産業といっ

たようなものが例としてあげられる。環境エンジ

ニアリング産業などは基盤として機械関連の産業

集積や化学関連の集積、瀬戸内海や広島都市圏の

存在などを考え合わせれば、大変有望な地域リー

ディング産業であると思われる。マルチメディア

関連なども、広い意味では印刷技術などの既存集

積をも生かし進めていけば、決して他の地域に劣

らないプラスの産業おこし要因、地域優位性が備

わっていると考えることができる。

新時代の地域リーディング産業によって、広島

の既存自動車関連産業の裾野が、違った観点から

あらためて振り起こされ活性化することができる

とすれば、それはまた、地域の自動車産業自体が

競争力が増し、上記　r富士山J　が他の山と共にさ

らに大きな峰となることもイメージされよう。

おわりに

本稿では設備投資データを中心として地域の産

業構造上の問題を総論的な形で若干探ってみた。

'しかしながら、本当の問題の鍵は、あくまで産
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業の主体者である個別の企業が握っていることに

気をつけなければならない。すなわち産業の課題

あるいは展望といっても、究極の問題は個々の企

業経営の間軌に帰着する。したがって、地域の産

業政策があるとすれば.それは如何に地域の企業

が　rエクセレント」に育つよう考え、またそのよ

うになりうる特有の環境をどう整備していくかで

あろう。

地域の産業的繁栄は,企業をペースに常に創造

されるものである。地域の競争力は、その地域の

企業がどのくらい技術革新によって向上できるか

で決まっていく。

このような前提に立った上において、地域ある

いは自治体の役割を考えるとすれば、その役割は

いっそう重要になってくる。アメリカの経営経済

学者M.E.ポーターの言を借りれば「競争の土

台がますます知識の創造と同化吸収に移行するJ

ためである。同氏は国の競争力の源泉について考

察しているのであるが、その結論の一つを地域に

当てはめて言い換えるとすれば、次のようになろ

う。

r地域の特異性が重視されるものだから、競争

優位は創造され維持される。地域による価値観、

文化、経済構造、制度、歴史の違いこそが競争の
成功を助ける。地域によって競争パターンは著し

く違う。すべての産業あるいは大部分の産業で読

争力を行使できる地域などどこにもない。つまり、

地域は特定の産業で成功するのであって、その理

由は、地域の環境がその特定産業で最も先見力が

鋭く、変革が早く、新しい課題に挑戦する能力が

あるためである。J
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